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令和８年

第１回市議会定例会 議案第２６号

令和７(2025)年度函館市病院事業会計補正予算（第４号）

第１条 令和７(2025)年度函館市病院事業会計補正予算（第４号）は，次に定め

るところによる。

第２条 令和７(2025)年度函館市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条第２号中「170,455人」を「163,495人」に，「282,414人」を「275,938人」

に，「13,870人」を「12,170人」に，「12,826人」を「10,248人」に，「10,220

人」を「7,063人」に，「14,520人」を「12,920人」に，同条第３号中「467.0

人」を「447.9人」に，「1,167.0人」を「1,140.2人」に，「38.0人」を「33.3

人」に，「53.0人」を「42.3人」に，「28.0人」を「19.4人」に，「60.0人」を

「53.4人」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 病院事業収益 26,559,287千円 △510,109千円 26,049,178千円

第１項 医 業 収 益 23,642,621千円 △736,340千円 22,906,281千円

第２項 高等看護学院収益 62,703千円 4,057千円 66,760千円

第３項 医 業 外 収 益 2,160,809千円 222,174千円 2,382,983千円

支 出

第１款 病院事業費用 27,163,385千円 △164,921千円 26,998,464千円

第１項 医 業 費 用 26,705,469千円 △163,973千円 26,541,496千円

第２項 高等看護学院費用 210,016千円 △ 948千円 209,068千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「864,221千円」を「864,515千円」に，

「863,456千円」を「863,750千円」に改め，資本的収入及び支出の予定額を次

のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 2,830,261千円 2,322千円 2,832,583千円

第１項 企 業 債 1,595,900千円 △ 28,300千円 1,567,600千円
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第２項 他 会 計 負 担 金 1,074,431千円 △ 58千円 1,074,373千円

第３項 補 助 金 159,570千円 30,680千円 190,250千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 3,694,482千円 2,616千円 3,697,098千円

第１項 建 設 改 良 費 2,001,544千円 2,616千円 2,004,160千円

第５条 予算第６条中「220,000千円」を「247,500千円」に改める。

第６条 予算第７条中「1,595,900千円」を「1,567,600千円」に改める。

第７条 予算第10条中「12,221,861千円」を「12,116,338千円」に改める。

第８条 予算第11条中「341,547千円」を「549,477千円」に改める。

第９条 予算第12条中「8,646,569千円」を「8,579,922千円」に改める。

令和８年２月２５日提出

函館市長 大 泉 潤



既　決　額 計

千円 千円 千円

1 病 院 事 業 収 益 26,559,287 △ 510,109 26,049,178

1 医 　業 　収 　益 23,642,621 △ 736,340 22,906,281

1 入 　院 　収 　益 16,617,985 △ 592,596 16,025,389

2 外 　来 　収 　益 6,221,132 △ 145,261 6,075,871

4 他 会 計 負 担 金 501,665 1,517 503,182  一般会計負担金を補正

2 高等看護学院収益 62,703 4,057 66,760

1 高等看護学院収益 62,703 4,057 66,760  授業料，入学料および入学検定料を補正

3 医 業 外 収 益 2,160,809 222,174 2,382,983

1 他 会 計 負 担 金 774,691 △ 13,518 761,173  一般会計負担金を補正

3 他 会 計 補 助 金 341,547 207,930 549,477  一般会計補助金を補正

4 補 助 金 446,190 19,762 465,952  ドクターヘリ導入促進事業費補助金を補正

7 その他医業外収益 170,759 8,000 178,759  保険金収入を補正

既　決　額 計

千円 千円 千円

1 病 院 事 業 費 用 27,163,385 △ 164,921 26,998,464

1 医 　業 　費 　用 26,705,469 △ 163,973 26,541,496

1 給 与 費 12,079,004 △ 104,575 11,974,429
 給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当金繰入額および退
 職給付費を補正

2 材 料 費 8,742,355 △ 87,160 8,655,195  薬品費，診療材料費，患者給食費および医療用消耗備品費を補正

3 経 費 4,816,278 27,762 4,844,040  委託料および雑費を補正

2 高等看護学院費用 210,016 △ 948 209,068

1 給 与 費 142,857 △ 948 141,909  給料，手当等および法定福利費を補正ならびに退職給付費を計上

項 目
補　正　額

備                     考
予　　　　　　定　　　　　　額

備                     考

収　　　　   　　入

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令和７年度函館市病院事業会計予算実施計画

支　　　  　　　出

款 項 目
予　　　　　　定　　　　　　額

補　正　額

款
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既　決　額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 2,830,261 2,322 2,832,583

1 企 業 債 1,595,900 △ 28,300 1,567,600

1 企 業 債 1,595,900 △ 28,300 1,567,600  医療機械器具整備事業費企業債「1,162,600千円」を「1,134,300千円」に改める。

2 他 会 計 負 担 金 1,074,431 △ 58 1,074,373

1 他 会 計 負 担 金 1,074,431 △ 58 1,074,373  一般会計負担金「1,074,431千円」を「1,074,373千円」に改める。

3 補 助 金 159,570 30,680 190,250

1 補　　助　　金 159,570 30,680 190,250

既　決　額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 3,694,482 2,616 3,697,098

1 建 設 改 良 費 2,001,544 2,616 2,004,160

2 器械備品購入費 1,172,744 2,616 1,175,360
 病院器械備品購入費「1,171,135千円」を「1,173,809千円」に，高等看護学院器械
 備品購入費「1,609千円」を「1,551千円」に改める。

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　   　　入

備                     考
補　正　額

支　　　  　　　出

 「地方・地域センター機能強化事業費補助金　　　　　　　 　　　　270千円
 　病床機能分化・連携促進基盤整備事業費補助金　　　　　　 　159,300千円」を
 「地方・地域センター機能強化事業費補助金　　　　　　　　　 　　270千円
 　病床機能分化・連携促進基盤整備事業費補助金　　 　　　　　159,300千円
　 北海道医療分野の生産性向上・職場環境整備等支援事業給付金　30,680千円」に
 改める。

款 項 目
予　　　　　　定　　　　　　額

備                     考
補　正　額

款 項 目
予　　　　　　定　　　　　　額
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令和７年度函館市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 950,051

減価償却費 915,669

固定資産除却費 59,234

長期前払消費税償却 36,990

修学資金貸付金貸倒引当金繰入額 24,293

資格取得資金貸付金貸倒引当金繰入額 3,251

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,641

退職給付引当金の増減額（△は減少） 524,956

賞与引当金の増減額（△は減少） 71,163

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 11,102

長期前受金戻入額 △ 1,075,752

支払利息 150,953

小計 △ 225,551

利息の支払額 △ 150,953

未払消費税等の増減額 765

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 375,739

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,768,138

長期貸付金の貸付による支出 △ 26,089

長期貸付金の返還による収入 360

国庫補助金等による収入 190,250

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,074,373

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 529,244

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 120,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,567,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,666,849

リース債務の返済による支出 △ 236,022

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 215,271

　　資金増加額（又は減少額） △ 1,120,254

　　資金期首残高 3,039,928

　　資金期末残高 1,919,674

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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１　総　　　括
給 与 費

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

 
手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員
給 与 費

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）
 

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員
給 与 費

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）
 

手
当
等
の
内
訳 比 較 △15,785 △939145 △2,125 △2,295△13,142

補 正 前 38,864 139,59515,009 4,81236,640

（千円）

145
（千円）

12,884
（千円） （千円）

23,498

区 分

補 正 後

地　域

手　当

通　勤

手　当

初 任 給

調整手当

特殊勤務

手　　当
夜間勤務
手　　当勤務手当

比 較
(     5)

△ 31,929 △ 12,290 △ 44,219 △ 39,444 △ 83,663 
△ 3 

補 正 前
(    38)

1,073,008 1,296,545 
276 

713,545 359,463 223,537 

補 正 後
(    43)

1,028,789 

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

273 

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等

16,956

職　員　数
法 定 福 利 費

比 較 △1,080 △9,281 △18,609 △23,438 5,527 △2,784 △87,318 △5,556 8,220 △6,914 22,160 18,352
補 正 前 72,389 98,151 105,806 142,679

1,005,534 853,661205,034 41,756 564,014 89,185 816,862 101,930補 正 後 71,309 88,870 87,197 119,241 74,919
199,507 44,540 651,332 94,741 808,642

（千円) （千円) （千円) （千円) （千円) （千円)（千円) （千円) （千円) （千円) （千円) （千円)

区 分 手　当 手　当 手　当 手　当 調整手当
（千円)

管理職 扶　養 住　居 地　域 初 任 給
手　当 手　当手　当 手　　当 手　当 勤務手当手　　当 手　当

通　勤 特殊勤務 寒冷地 時 間 外

1 1,120 

比 較
（ 　  3)

△ 43,356 92,330 48,974 

補 正 前
(     1)

9,206,233 

△ 39 

7,266 4,420,141 4,778,826 

（千円）

補 正 後
(     4)

9,255,207 

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,824,541 
1 1,081 

7,266 4,376,785 4,871,156 1,569,334 

（千円）

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等

18,046

職　員　数
法 定 福 利 費

比 較 △1,080 △9,281 △18,609 △23,293 5,527 △4,909

89,185 839,941 104,447

合　　　　　計
計

△100,460 △5,556 △7,565 △9,209 22,160 17,413
847,506 113,656 52,759 1,126,777 951,810補 正 前 72,389 98,151 105,806 142,679 199,507 59,549 687,972 94,741

（千円)

補 正 後 71,309 88,870 87,197 119,386

（千円) （千円) （千円) （千円) （千円) （千円)（千円) （千円) （千円) （千円) （千円) （千円)

74,919 1,144,190 969,856205,034 54,640 587,512

宿日直 期　末 勤　勉初 任 給 通　勤
手　　当 手　当 手　当 手　当区 分 手　当 手　当 手　当 手　当 調整手当 手　当 手　　当 手　当

△ 42 

管理職 扶　養 住　居 地　域

比 較
(     8)

手 当 等 計
（人）

補 正 前
(    39)

7,266 5,133,686 5,138,289 10,279,241 
1 1,396 

職　員　数

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

補 正 後
(    47)

7,266 5,058,401 5,218,329 10,283,996 1,753,427 12,037,423 
1 1,354 

法 定 福 利 費 合　　　　　計
区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料

（千円）

合　　　　　計

（千円）

1,212,882 

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

12,132,918 

4,755 △ 100,250 △ 95,495 △ 75,285 80,040 

特殊勤務 寒冷地 時 間 外夜間勤務
勤務手当

1,853,677 

計
（千円）

時 間 外 宿日直 期　末
退職手当

681,616 347,173 184,093 

手　当 手　当

4,778,826
92,330

23,079 138,656

（千円) （千円) （千円)（千円)

2,517 316,974 30,199

（千円)

退職手当 合　計

（千円） （千円） （千円）

4,436,486
4,553,302
△116,816

781,843
584,987
196,856

5,218,329
5,138,289

80,040

小　計

10,836,373 

△ 60,806 △ 11,832 

1,630,140 

4,119,512

勤　勉
手　当
（千円)

116,195

108,844 52,759

小　計

（千円)

夜間勤務 宿日直 期　末 勤　勉
小　計 退職手当 合　計

（千円） （千円） （千円）

4,871,156

115,105
1,090

4,203,277
△83,765

751,644
575,549
176,095

347,173
359,463
△12,290

987,182 836,705

20,761
9,438350,025

△33,051

合　計

（千円)
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２　給料及び手当等の増減額の明細

３　給料及び手当等の状況
　(2) 初　任　給（令和8年１月１日現在）

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

　(3) 級別職員数
ア　行政職給料表適用職員

イ　医療職給料表適用職員

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

給　　　料

79,941 152,567 手　当　等

大 学 卒 354,000 227,400 220,000
短 大 卒 207,900 249,400 204,400

短 大 卒 220,300

医　　師
　　　(円)

医療技術員
　　　(円)

看 護 師
　　　(円)

准看護師
　　　(円)

事　　務
　　　(円)

技能労務
　　　(円)

2 級

 

3 級 1 100  
2 級  
1 級

5 級

計
(         )

区　　　　分

高 校 卒

4 級

2 1.0 7 級

25.1
50.8

5 級

8 級  

1 級

5 級  

 

9 6.7
4 級 6 4.4 4 級 34 

6 

准 看 護 師

368,500 239,800

31.5
(         )

100  
(         )

(         )
5.3

計
(         ) (         )

57 100  1 

207,700 188,000

令 和 8 年 1 月 1 日 現 在

区　　　　分

7 級  

 
6 級  

2.0

計
(         ) (         )

計
(         ) (         )

計

17.1

8 級  8 級
7 級

その他の増減分  △ 250,013 

退職手当の増減分 196,856 

再任用
(         ) (         )

 

7 級  
6 級  

1 

6 級 6 

 △ 269,482 

3 

3 級  

再任用

再任用
(        1)

15 2.3

4 級

再任用
25.0

 

 
9 

3 

2 級 8 

(    100  ) (    100  )
1 級

1 8.3
57 8.6

(        3)

341 

増　 減 　額
（千円）

医 療 技 術 員 看 護 師

その他の増減分

51.6
1 級 50 

4 級  

事 務

6 級

1 
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

2 級
18 

5 級

100  
(         )

135 100  199 100  661 100  12 100  18 
(    100  )

計
(    100  )

計
(         )(        1)(        3)

再任用
(         ) (         )

再任用
(         ) (         )

再任用

1 級 182 27.5 1 級  
(         ) (         )

4

1 級 63 46.7

 

2 級 15 11.1 2 級 101 
3 1.5 3 級 26 3.9 3 級3 級 42 31.1 3 級

66.7 2 級 9 50.0
3 級

50.0
5 級  5 級  

 4 級

6 級 33 5 2.5

0.2 8 級
0.9 7 級  

 
7 級  

5.0 6 級  6 級

8 級  

医 師 事 務
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

 8 級  

7 級 1 1.8

29.817 

（給料表の改定による退職手当への影響を含む）

232,000

10.5

221,700 200,300 198,200
263,400 216,500

185,700
232,000368,500

説　　　　明

職員の変動及びその他
の減

職員の変動及びその他
の増

職員の変動及びその他
の減

給与改定に伴う増
加分

医 療 技 術 員
級 職員数(人) 構成比(％)

5 級  
4 級 11 19.3

△ 75,285 

給与改定に伴う増
加分

　期末勤勉手当の0.05月引き上げ分等

174,728 

区　　　分

令 和 8 年 1 月 1 日 現 在

8 級
級 職員数(人) 構成比(％)

1.8

備　　　　　　　　　　考

　給与改定の状況
　　給料表の平均改定率　3.3％
　　給与改定実施時期　令和7年4月1日

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

区　　分 医　　師
　　　(円)

事　　務
　　　(円)

232,000

技能労務
　　　(円)

195,800 200,300 198,200
216,500 225,600 216,500

医療技術員
　　　(円)

看 護 師
　　　(円)

准看護師
　　　(円)

補　正　後

補　正　前
183,500 188,000 185,700

204,400 213,600 204,400
354,000 220,000 220,000

大 学 卒

高 校 卒
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（既定の特殊勤務手当の説明を，次のとおり改める。）
　(5) 特殊勤務手当

（既定の期末手当・勤勉手当の説明を，次のとおり改める。）
　(6) 期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率

有

 (    2.45  )

      4.65       2.3    
一般会計の制度

 (   1.25   )

2.35    

      4.65   

前　　年　　度
 (    2.4   )

      4.6    

 (   1.175 ) (   1.225  )

    2.25   2.35    

本　　年　　度
無

有

備　考
支 給 率 計

( 月 分 )

 (   1.2   )

無

有

無

支 給 期 別 支 給 率

6 月(月分) 12 月(月分)

 (   1.2   ) (   1.25   )

    2.3    2.35    

 (    2.45  )

92.5

6,000 

区　　　　分
職 制 上 の 段 階 ，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

100.0 13.2

緊急診療待機手当，夜間特殊業務手当，地域医療手当，
医師等派遣手当，分娩手当，臨床研修医等指導手当，
教育指導手当，ドクターヘリ業務手当，診療業務等手当，
診療相談等対応手当，看護補助業務休日勤務手当，
医療従事者等処遇改善手当

平 均 支 給 月 額(円)

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

10,845 31,732 37,000 

支 給 対 象 職 員 の 比 率

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り

(％)

11.2 0.39.3給料総額に対する比率 (％) 12.9 38.3 3.3

86.6 90.4 91.5
（令和 8年 1月 1日現在）

49,842 204,420 

事　　務区　　　　分 全 職 種 医　　師 医療技術員 看 護 師 准看護師
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補 正 前
の 額

補 正 額
補 正 後
の 額

補 正 前
の 額

補 正 額
補 正 後
の 額

補 正 前
の 額

補 正 額
補 正 後
の 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

220,000 27,500 247,500 220,000 27,500 247,500 220,000 27,500 247,500
道 南 ド ク タ ー ヘ リ
格 納 庫 賃 借 料

金　　　　　　　額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項

限　　　度　　　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

期　間 金　額 期　間

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

令和８年度
から
令和17年度
まで

左　の　財　源　内　訳

そ　　の　　他
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令和７年度函館市病院事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和8年3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 36,607,487

千円

減 価 償 却 累 計 額 △26,962,226 9,645,261

(2) 無 形 固 定 資 産 96,716

(3) 投 資 その他の資産

イ 長 期 貸 付 金 57,919

貸 倒 引 当 金 △ 49,236

ロ 出 資 金 148

ハ 長 期 前 払 消 費 税 573,562

投資その他の資産合計 582,393

千円

固 定 資 産 合 計 10,324,370

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 1,919,674

(2) 未 収 金 4,019,794

貸 倒 引 当 金 △ 13,950 4,005,844

(3) 貯 蔵 品 60,249

(4) 短 期 貸 付 金 460
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千円

流 動 資 産 合 計 5,986,227

資 産 合 計 16,310,597

負 債 の 部

3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 6,429,148

(2) リ ー ス 債 務 557,156

(3) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 5,287,195

引 当 金 合 計 5,287,195

固 定 負 債 合 計 12,273,499

4 流 動 負 債

(1) 一 時 借 入 金 120,000

(2) 企 業 債 1,878,954

(3) リ ー ス 債 務 177,639

(4) 未 払 金 1,680,853

(5) 前 受 金 11,633

(6) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 692,175

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 130,215

引 当 金 合 計 822,390
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千円

(7) そ の 他 流 動 負 債 99,586
千円

流 動 負 債 合 計 4,791,055

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 15,891,247

収 益 化 累 計 額 △14,579,556

繰 延 収 益 合 計 1,311,691

負 債 合 計 18,376,245

資 本 の 部

6 資 本 金 2,799,168

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 942,119

(2) 欠 損 金

千円

イ 当年度未処理欠損金 5,806,935

欠 損 金 合 計 5,806,935

剰 余 金 合 計 △ 4,864,816

資 本 合 計 △ 2,065,648

負 債 資 本 合 計 16,310,597



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　 資産の評価基準および評価方法

(1) 貯蔵品　　先入先出法に基づく原価法によっている。

2 　 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　建物　　        6～47年

　　　　　　　　　　　　構築物　        6～35年

　　　　　　　　　　　　医療用器械備品　3～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　その他無形固定資産　5年

(3) リース資産

 　　 減価償却の方法　  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については自己

　　　　　　　　　　　　所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。所

　　　　　　　　　　　　有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリー

　　　　　　　　　　　　ス期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法によっている。

3 　 引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　  債権の不納欠損および償還の免除による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

　 より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上

　 している。なお，貸倒実績率については，不納欠損処理していない債権のうち， 3年経過した債

　 権を貸倒処理額とみなして算出している。

(2) 退職給付引当金

　  職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額

　 を計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　  職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末にお

　 ける支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計

　 上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

4 　 その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。なお，控除対象外消費税等に

　 ついては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産（リース資産を除く）に係る控

　 除対象外消費税等については，長期前払消費税勘定をもって固定資産に整理し，20事業年度で均

　 等額を償却している。

個　別　注　記　表
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Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

1 　 重要な非資金取引

　 当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は，それぞれ

　　58,196千円である。

Ⅲ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　 企業債の償還に係る他会計の負担

　 　 予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

　　還予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，5,102,215千円である。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

1 　 報告セグメントの概要

　 病院事業会計は，市立函館病院，市立函館恵山病院，市立函館南茅部病院および市立函館病院高

 等看護学院を運営しており，各病院および高等看護学院で運営方針等を決定していることから，こ

 の４つを報告セグメントとしている。

　 なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

市立函館病院（函館市港町1丁目10番1号，病床数648床）の運営業務

市立函館恵山病院（函館市日ノ浜町15番地1，病床数60床）の運営業務

市立函館南茅部病院（函館市安浦町92番地，病床数59床）の運営業務

市立函館病院高等看護学院(函館市港町1丁目5番15号,定員210人)の運営業務

2 　 報告セグメントごとの医業収益等

（単位：千円）

医業収益

医業費用

医業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　　特別損失

-121,418 -55,117 15,443

△ 33,239

675

-950,051

　　他会計繰入金
　　（収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

純損益 -788,959

　令和7年度（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

事 業 区 分

函 館 病 院

恵 山 病 院

高等看護学院

事　業　の　内　容

南茅部病院

高等看護学院

23,932,860

函館病院 合計恵山病院 南茅部病院

439,55122,137,117

795,135

468,655

43,022

15,543

716

6,405

3,729

594,731

△ 1,795,743

△ 1,447,330

14,555,333

△ 355,584

△ 136,245

608,201

296,371

565

△ 311,830

305,328

708,012

899,377

452,521

△ 58,171

273,855

606,443

266,553

1,102,690

853,604

659,004

633

16,579,351

1,813,832

915,669

291,074

131,959

12,638

693,154

2,024

690,691△ 11,278

14,878

16,310,597

18,376,245

22,873,039

25,336,196

△ 2,463,157

△ 1,641,181
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Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　 オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　 １年以内　   1,290千円

　 １年超 　　  2,684千円

2 　 長期継続契約に係るリース債務

   通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち，地方自治

 法第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

　　 リース債務（流動負債）　 177,639千円

　　 リース債務（固定負債）　 557,156千円

Ⅵ その他の注記

1 　 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

(1) 修学資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失19,200千円を処理するため，貸倒引当金19,200千円を

　 使用する。

(2) 資格取得資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失3,159千円を処理するため，貸倒引当金3,159千円を使

　 用する。

(3) 未収金に係る貸倒引当金

　  当年度において，債権の不納欠損による損失2,800千円を処理するため，貸倒引当金2,800千円

　 を使用する。

2 　 退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において， 退職手当として 249,793 千円を支給するため， 退職給付引当金 249,793千円を

 使用する。

3 　 賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負

 担に属する額（12月から3月までの4か月分）として 740,125 千円を支給（支出）するため， 賞与引

 当金および法定福利費引当金740,125千円を使用する。
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